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　中央会あいち　2026年 10月1

VOICE

愛
知
県
工
業
塗
装
協
同
組
合
　
理
事
長
　
西
　
薫
貴

組
合
・
業
界
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　

昭
和
38
年
に
塗
装
の
技
能
検
定
を
通
じ
て
、
塗
装
技
能
者

を
育
成
し
よ
う
と
、
愛
知
、
岐
阜
、
三
重
の
金
属
塗
装
業
者

と
自
動
車
板
金
塗
装
業
者
が
集
ま
り
、
任
意
団
体
で
あ
る

「
中
部
金
属
塗
装
工
業
会
」
を
結
成
し
た
こ
と
に
端
を
発
し

て
い
ま
す
。
こ
の
工
業
会
が
も
と
に
な
り
、
高
度
経
済
成
長

期
を
迎
え
た
こ
ろ
、
塗
装
業
界
も
取
引
企
業
の
伸
展
に
伴
っ

て
業
績
を
伸
ば
す
中
、「
中
部
塗
装
技
術
研
究
会
」
が
発
足

し
ま
し
た
。
塗
装
技
能
者
の
育
成
に
よ
り
力
を
注
ぐ
中
、
同

業
者
の
団
結
を
求
め
る
声
に
応
じ
る
形
で
、
昭
和
48
年
に
法

人
格
を
持
つ
「
愛
知
県
金
属
塗
装
工
業
協
同
組
合
」
が
設
立

さ
れ
ま
し
た
。

　

時
代
の
流
れ
と
と
も
に
、
金
属
製
品
以
外
を
塗
装
す
る
事

業
者
も
増
え
る
中
、
昭
和
60
年
に
「
愛
知
県
工
業
塗
装
協
同

組
合
」
に
名
称
変
更
を
行
い
、
現
在
に
至
り
ま
す
。

組
合
の
活
動
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　

愛
知
県
職
業
能
力
開
発
協
会
か
ら
委
託
を
受
け
、
金
属
塗

装
・
噴
霧
塗
装
の
技
能
検
定
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
、
愛
知
県
下
で
は
両
試
験
を
合
わ
せ
、
200
人
を
超

え
る
方
が
受
験
し
て
い
ま
す
。
検
定
試
験
の
合
格
率
を
向
上

さ
せ
る
た
め
、
実
技
講
習
会
、
学
科
講
習
会
に
力
を
注
ぎ
、

今
年
度
は
、
試
験
実
施
前
の
期
間
に
８
回
開
催
し
ま
し
た
。

試
験
は
、
金
属
塗
装
作
業
が
１
級
、
２
級
、
３
級
、
噴
霧
塗

装
作
業
が
１
級
、
２
級
と
あ
り
、
講
習
会
を
受
講
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
よ
り
合
格
者
を
増
や
せ
る
よ
う
、
技
術
委
員
会
が

中
心
と
な
っ
て
講
習
内
容
の
向
上
活
動
も
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
塗
装
技
術
の
研
鑽
を
目
的
と
し
て
、
年
に
１
回
、

愛
知
県
塗
装
技
能
作
品
展
を
開
催
し
て
い
ま
す
。
作
品
展
と

し
て
は
、
毎
年
100
点
を
超
え
る
出
品
が
続
い
て
お
り
、
優
秀

作
品
の
表
彰
も
行
っ
て
い
ま
す
。
表
彰
式
の
同
日
開
催
と
し

て
、「
明
日
の
工
業
塗
装
を
考
え
る
懇
談
会
」
を
開
催
し
、

新
し
い
塗
装
技
術
の
紹
介
や
、
業
界
動
向
、
今
年
は
人
材
対

策
に
ス
ポ
ッ
ト
を
当
て
る
テ
ー
マ
に
す
る
な
ど
、
塗
装
技
術

だ
け
で
は
な
く
、
業
界
を
取
り
巻
く
問
題
に
取
り
組
ん
で
い

ま
す
。

特
に
力
を
入
れ
て
い
る
こ
と
や
今
後
の
組
合
の
展
望

に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　

組
合
員
の
増
強
、
特
に
組
合
員
相
互
の
意
見
交
換
や
、
組

合
員
企
業
の
協
力
な
ど
も
で
き
る
関
係
性
の
さ
ら
な
る
構
築

に
力
を
入
れ
て
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。
妹
尾
和
彦
前

代
表
理
事
も
、
組
合
員
同
士
の
よ
り
良
い
関
係
性
の
継
続
に

尽
力
さ
れ
、
各
支
部
の
支
部
会
の
開
催
や
組
合
員
の
交
流
事

業
を
軸
に
、
人
と
し
て
の
信
用
、
信
頼
に
始
ま
る
良
い
組
合

関
係
を
作
ら
れ
て
き
ま
し
た
。

　

我
々
は
工
業
塗
装
事
業
者
の
集
ま
り
で
す
が
、
一
口
に
工

業
塗
装
と
言
っ
て
も
各
企
業
が
扱
う
製
品
は
多
岐
に
わ
た
り

ま
す
。
自
社
で
の
対
応
が
難
し
い
案
件
で
あ
っ
て
も
、
他
の

組
合
員
企
業
で
あ
れ
ば
最
適
な
対
応
が
可
能

と
な
る
ケ
ー
ス
は
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
組

合
の
横
の
つ
な
が
り
を
活
か
し
て
互
い
に
最

適
な
仕
事
の
補
完
・
割
り
振
り
を
行
う
こ
と

で
、
協
同
組
合
な
ら
で
は
の
メ
リ
ッ
ト
を
最

大
限
に
活
用
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
先
代
か

ら
長
年
に
わ
た
り
築
き
上
げ
て
き
た
確
固
た

る
信
頼
関
係
が
あ
っ
て
こ
そ
の
も
の
で
あ

り
、
当
組
合
の
最
大
の
強
み
で
す
。

　

ま
た
、
会
員
の
さ
ら
な
る
拡
充
に
向
け
た

取
り
組
み
と
し
て
、「
育
成
就
労
制
度
」
の

活
用
に
着
目
し
て
い
ま
す
。
当
組
合
は
上
部

団
体
で
あ
る
「
日
本
工
業
塗
装
協
同
組
合
連

合
会
」
を
通
じ
て
「
一
般
社
団
法
人
工
業
製

品
製
造
技
能
人
材
機
構
（
Ｊ
Ａ
Ｉ
Ｍ
）」
と

連
携
し
て
い
る
た
め
、
当
組
合
へ
の
加
入
に

よ
っ
て
ス
ム
ー
ズ
な
制
度
の
利
用
が
可
能
と

な
り
ま
す
。
人
手
不
足
が
課
題
と
な
っ
て
い

る
中
、
当
組
合
加
入
に
よ
る
制
度
利
用
の
メ

リ
ッ
ト
を
活
か
し
て
、
会
員
増
強
に
繋
げ
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

趣
味
や
休
日
の
過
ご
し
方
を
教
え
て
く

だ
さ
い

　

休
日
は
少
年
野
球
チ
ー
ム
の
監
督
と
し
て

選
手
の
指
導
・
育
成
に
励
ん
で
い
ま
す
。
息

子
３
人
も
お
世
話
に
な
っ
た
思
い
入
れ
の
深

い
チ
ー
ム
で
あ
り
、
勝
利
の
喜
び
や
選
手
の

成
長
を
間
近
で
実
感
で
き
る
こ
と
が
大
き
な

や
り
が
い
で
す
。

　

ま
た
、
今
年
度
よ
り
理
事
長
に
就
任
し
た

こ
と
に
伴
い
、
組
合
の
ゴ
ル
フ
コ
ン
ペ
へ
参

加
す
る
機
会
も
多
く
な
り
ま
し
た
。

＊＊ 組合プロフィール ＊＊

組　合　名：愛知県工業塗装協同組合
代表者名：西　薫貴

設立年月：1973年 6月
組合員数：42名

住　　所：�名古屋市熱田区六番三丁目４番41号

西
　
薫
貴  

理
事
長
に

　
お
話
を
聞
き
ま
し
た
。
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中小企業トピックス

中小企業省力化投資補助金のご案内

　人手不足解消に効果のあるロボットや IoT などの製品や設備・システムを導入するための経費を国が補助

することにより、中小企業の省力化投資を促進し、売り上げ拡大や生産・業務プロセスの効率化を図るととも

に、賃上げにつなげることを目的とした補助金です。

１   カタログ注文型　　簡易で即効性のある省力化投資に

〇補　助　率：1/2 以下

〇補助上限額：最大 1,500 万円（従業員数等により異なります）

　＊�従業員 20 人以下の補助上限額が引き上げられました。また、２回目以降の交付申請も可能となり累計補

助上限額が各申請時点の補助上限額の２倍となりました。

 ・対象製品のリスト（カタログ）に登録された汎用製品から事業課題に合わせて省力化製品を選択できます。

 ・申請手続きが簡単で、申請から交付決定まで最短１か月。随時募集のため、いつでも申請が可能です。

 ・省力化製品の「販売事業者」が、省力化製品の導入と補助金申請・手続きをサポートします（共同申請）。

２   一般型　　事業内容に合わせて多様な設備やシステムが導入できる

〇補　助　率：中小企業 1/2 以下、小規模企業・再生事業者 2/3 以下

〇補助上限額：最大１億円（従業員数等により異なります）

 ・オーダーメイド・セミオーダーメイド性のある設備導入・システム構築など、多様なニーズに応えます。

 ・公募回制で、省力化指数などに関する詳細な事業実施計画を作成。

 ・大幅賃上げ特例（補助上限額アップ）、最低賃金引上げ特例（補助率 2/3 にアップ）があります。

〇 補助金制度の詳細はこちらから
 ・中小企業省力化投資補助金ホームページ

　　https://shoryokuka.smrj.go.jp/

　＊�カタログ注文型、一般型それぞれ要件が異なりますので、必ずそれぞれの公募要領をご確認ください。

　　カタログ注文型、一般型は補助対象が異なれば併用可能です。

 ・お問い合わせは、コールセンターまで（９：30 ～ 17：30（土・日・祝日除く））

　　 ０５７０－０９９－６６０  又は  ０３－４３３５－７５９５
 ・ インフォメーション窓口（下記ＵＲＬ又は二次元コードから事前予約をお願いします）

　  https://shoryokuka.smrj.go.jp/infodesk/

 　名古屋市中村区名駅 3-22-8　大東海ビル７階

 　愛知県中小企業団体中央会　中小企業省力化支援室

　 ０５２－５２６－４１０１

人手不足解消に効果のある「省力化投資」を後押しするための
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中小企業トピックス

ものづくり補助金　好事例集　
株式会社 Askal カバン工房
高性能機器の活用で製品の品質・顧客対応力向上、高付加価値化で収益力拡大へ
高付加価値製品で成長へ
　同社は、革小物事業および使用後ランドセルのリメイク事業を主力として展
開しています。元々は革小物の製造を中心に行っていましたが、転機となった
のは大橋社長のお子様の小学校卒業でした。「思い出のランドセルをミニチュ
アにして残したい」という娘の要望から生まれたオリジナルの革小物が好評で
あり、本格的なランドセルリメイク事業の立ち上げへと繋がりました。
　従来はキーホルダー等の小物が主流であったランドセルリメイクにおいて、
同社はパスケースや財布といった実用的な日用品を仕立てることで差別化を
図っています。
　コロナ禍においては、卒業式の中止などを背景に 「思い出を形に残したい」 というご家族のニーズと合致
し、ＳＮＳを通じて認知度が高まりました。ＥＣサイトでの販売も行い、現在では年間約２万個ものランド
セルリメイクを手がけています。

縫製、刻印工程高度化へ
　リメイク技術のさらなる高度化を目指し、高度な加工を実現する新設備の導入を検討しました。ランドセ
ルから切り出した革パーツを重ねて縫い合わせる際、縫い始めの部分で革をしっかりと固定する必要があり
ます。しかし、従来のミシンでは革の厚みが異なる部分で押さえの強弱を調整できず、縫い目の間隔にばら
つきが生じたり、使用頻度によっては糸がほつれやすくなったりする課題がありました。
　また刻印についても、従来の手作業では「より特別感のある仕上がりにしたい」という顧客ニーズに対し、
デザインの緻密さやバリエーションの面で限界がありました。このような中、自社に最適な機器が見つかる
まで試行錯誤を重ねた結果、４機種目にしてようやく理想の機器に巡り合いました。そして 「ものづくり補
助金」を活用し、高性能ミシンとレーザー加工機の導入を実現しました。

機器の投入で品質向上
　高性能ミシンの活用により、素材を縫い合わせる際に厚さが変化しても、目詰まりを起こさず、常に安定し
た縫製を実現できるようになりました。縫い目の間隔が均一に保たれることで、製品自体の強度向上も実現し
ています。さらに、革の縫製時に課題となっていた「製品表面への押さえ跡」の
発生を防ぎ、高い審美性を維持した仕上がりを可能にしました。加えて、加工素
材にレーザーを照射することで加工を施すレーザー加工機を採用したことによ
り、名前や好きな言葉など、より細かな要望を実現する印字が可能となりました。
　また、同社では紫外線の照射でインクを即時硬化させるＵＶプリンターも導
入し、多種多様な素材に対して、顧客の理想に応える加工が施せるようになり
ました。

デジタル化や新分野への取組にも挑戦
　同社では製造機器の導入に加え、受注管理の効率化を推進しています。従来は手作業による受注管理に多大
な時間を要していました。そこで、「ものづくり補助金」を活用してＲＦＩＤ機器を導入し、タグ読み取りに
よる自動化を実現したことで、作業時間の大幅な短縮と管理精度の向上を達成しました。
　また、今年度からは、従来の製造分野に加え、新たにランドセルの小売事業を開始しました。ランドセルの
販売から卒業後のリメイクまでを手がけ、思い出の品を別の革小物へと生まれ変わらせる「循環型ビジネス」
を展開しています。現場のデジタル化による業務効率化と、思い出の品に新たな価値を与える事業展開で、着
実な成長を目指しています。

　　企業データ

　　会　社　名　　株式会社 Askal カバン工房（あすかるかばんこうぼう）
　　代　表　者　　代表取締役　大橋 泰助
　　設立年月日　　平成 26 年５月 20 日
　　住　　　所　　愛知県一宮市明地字西七丁原 32 の１
　　業　　　種　　なめし革・同製品・毛皮製造業　URL https : //askal. jp/

  さまざまなフォントを刻印できる
  レーザー加工機を導入

    ランドセルからリメイクした革小物
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中央会ニュースクリップ

愛知県官公需適格組合協議会のご紹介！

 ・官公需適格組合の受注機会の増大を積極的に図るとともに官公需適格組合の社会的地位の向上を図ること
を目的に活動しており、県内の官公需適格組合 19 組合により構成されております。

（50 音順）

愛知県官公需適格組合協議会
名古屋市中村区名駅四丁目４番 38 号　愛知県産業労働センター 16F
ＴＥＬ：052-485-6811 ／ＦＡＸ：052-485-9199
事務局：愛知県中小企業団体中央会　振興部　佐藤・井関

【懇談会及び懇親会の開催】
 ・官公需適格組合に関係する諸課題に対しての懇談会を年２回開催し、
全国中小企業団体中央会等関連団体を招き、講演と意見交換を通じて
組合間の交流を図ります。

【陳情】
 ・本年度も官公需適格組合を通じた中小企業の受注機会の拡大に向けて中小企業庁、中部経済産業局及び愛
知県に対する陳情活動を行いました。
・官公需適格組合制度ＰＲチラシを県内の行政庁 155 機関へ配布を行いました。

【上部団体並びに関係機関の開催する諸会議・研修会等への参加、協力】
 ・上部団体である全国官公需適格組合協議会の通常総会、研修会への参加や中小企業庁及び総務省への陳情
活動に参加しました。その他、中部経済産業局管内官公需適格組合協議会の通常総会、研修会への参加や中
部経済産業局主催の官公需確保対策地方推進協議会へ参加しました。

【会員（年会費 / 30,000 円）】
 ・中部経済産業局長より官公需適格組合の承認を受けた組合又は官公需適格組合になろうとする組合

https://www.aiweb.or.jp/kankouju/index.html

  ○愛知県官公需適格組合協議会とは

  ○官公需施策の概要

  ○お問い合わせ先

  ○主な活動内容

  ○加入要件

  ○会員一覧　

愛知県警備業協同組合 愛知県建築設計監理協同組合 愛知県石油業協同組合

愛知県東部貨物運送事業協同組合 愛知県ビルメンテナンス協同組合 愛知県舞台運営事業協同組合

一宮市指定水道工事店協同組合 稲沢市上下水道工事指定店協同組合 岡崎市管工事業協同組合

尾張旭市管工事業協同組合 蒲郡市上下水道工事協同組合 企業組合建築環境システム

小牧市管工事業協同組合 豊川市上下水道工事協同組合 豊田みよし石油業協同組合

豊橋石油業協同組合 名古屋市指定水道工事店協同組合 半田市水道指定工事店協同組合

碧南市上下水道工事店協同組合
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内田俊宏の経済トレンド
愛
知
県
で
は
最
低
賃
金
が
55
円
引
き
上
げ

　

２
０
２
６
年
10
月
か
ら
東
海
３
県
で
最
低
賃
金
が
引
き

上
げ
ら
れ
る
。
26
年
度
の
愛
知
県
の
最
低
賃
金
は
時
給
ベ
ー

ス
で
55
円
引
き
上
げ
ら
れ
、
１
，１
９
５
円
と
な
る
。
引

き
上
げ
額
は
前
年
度
比
で
4.8
％
増
と
高
水
準
の
改
定
額
と

な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
現
行
制
度
と
な
っ
た
１
９
７
８
年

度
以
降
で
は
２
番
目
に
高
い
引
き
上
げ
額
で
あ
る
。
同
様

に
、
三
重
県
の
最
低
賃
金
は
１
，１
４
３
円
（
5.1
％
増
）、

岐
阜
県
は
１
，１
２
１
円
（
5.2
％
増
）
と
な
り
、
引
き
上
げ

率
で
は
愛
知
県
を
上
回
っ
て
い
る
。

　

最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
は
、
物
価
高
が
続
く
中
で
家
計
支

援
の
意
味
合
い
が
大
き
い
。
８
月
の
消
費
者
物
価
指
数
は

２
％
弱
で
推
移
し
て
い
る
が
、
実
際
に
は
、
政
府
に
よ
る
ガ

ソ
リ
ン
や
電
気
・
ガ
ス
料
金
へ
の
補
助
に
よ
り
0.62
％
ポ
イ

ン
ト
ほ
ど
物
価
を
抑
制
し
て
お
り
、
実
質
的
に
は
2.5
％

程
度
の
物
価
上
昇
率
と
な
っ
て
い
る
。
帝
国
デ
ー
タ
バ

ン
ク
に
よ
る
と
、
酒
類
な
ど
の
飲
食
料
品
を
中
心
に
10

月
も
３
，１
０
０
品
目
超
が
値
上
げ
さ
れ
、
９
月
の
値
上
げ

と
合
わ
せ
て
２
か
月
間
で
８
，０
０
０
品
目
以
上
が
値
上
げ

さ
れ
る
。

　

企
業
に
と
っ
て
は
人
件
費
の
増
加
は
厳
し
い
が
、
最
低
賃

金
に
近
い
水
準
で
雇
用
さ
れ
る
パ
ー
ト
や
ア
ル
バ
イ
ト
に

と
っ
て
は
物
価
高
の
負
担
増
を
軽
減
し
、
家
計
の
や
り
く
り

を
下
支
え
す
る
効
果
が
期
待
さ
れ
る
。

実
質
賃
金
は
８
か
月
連
続
の
プ
ラ
ス

　

一
方
、
物
価
変
動
の
影
響
を
除
い
た
実
質
賃
金
は
26
年
８

月
ま
で
８
か
月
連
続
で
前
年
比
プ
ラ
ス
を
維
持
し
て
い
る
。

厚
生
労
働
省
の
毎
月
勤
労
統
計
調
査
（
速
報
、
従
業
員
５
人

以
上
の
事
業
所
）
に
よ
る
と
、
８
月
の
実
質
賃
金
は
前
年
同

月
比
で
プ
ラ
ス
1.5
％
と
な
っ
て
い
る
。
名
目
賃
金
を
示
す
１

人
あ
た
り
現
金
給
与
総
額
は
、
31
万
１
，３
６
４
円
と
前
年

同
月
比
プ
ラ
ス
3.8
％
と
な
っ
て
お
り
、
基
本
給
に
あ
た
る
所

定
内
給
与
は
27
万
７
，８
６
１
円
で
同
3.8
％
の
伸
び
と
な
っ

て
い
る
。

　

８
か
月
連
続
で
の
実
質
賃
金
の
プ
ラ
ス
は
、
26
年
春
闘
で

の
高
い
賃
上
げ
率
や
、
25
年
改
定
の
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ

効
果
に
加
え
、
政
府
に
よ
る
ガ
ソ
リ
ン
や
電
気
・
ガ
ス
料
金
、

高
校
授
業
料
な
ど
へ
の
補
助
金
効
果
が
大
き
い
と
い
え
る
。

人
件
費
高
騰
に
よ
る
企
業
倒
産
は
増
加

　

翻
っ
て
、
東
京
商
工
リ
サ
ー
チ
に
よ
る
と
、
26
年
度
上
半

期
（
４
～
９
月
期
）
の
「
人
手
不
足
」
倒
産
は
240
件
（
前

年
同
期
比
17.0
％
増
）
と
過
去
最
多
を
更
新
し
て
い
る
。
コ

ロ
ナ
禍
以
降
、
５
年
連
続
で
前
年
同
期
を
上
回
っ
て
お
り
、

２
０
１
３
年
以
降
の
年
度
上
半
期
で
は
、
前
年
同
期
の
205
件

を
上
回
り
最
多
を
更
新
し
て
い
る
。

　

内
訳
で
は
、「
人
件
費
高
騰
」
に
よ
る
倒
産
が
前
年
同
期

比
1.7
倍
の
130
件
（
75.6
％
増
）
と
大
幅
に
増
加
し
て
お
り
、
近

年
の
賃
上
げ
圧
力
が
中
小
企
業
の
資
金
繰
り
の
悪
化
に
つ
な

が
っ
て
い
る
側
面
が
伺
え
る
。

　

ま
た
、
年
度
上
半
期
の
「
人
手
不
足
」
倒
産

の
う
ち
、
資
本
金
１
千
万
円
未
満
の
企
業
が
159

件
と
６
割
以
上
を
占
め
て
お
り
、
業
種
別
で
は

サ
ー
ビ
ス
業
と
建
設
業
で
約
６
割
を
占
め
て
い

る
。
物
価
高
に
対
す
る
家
計
支
援
の
た
め
の
賃

上
げ
は
、
業
績
が
安
定
し
な
い
中
小
・
零
細
企

業
に
と
っ
て
経
営
の
圧
迫
要
因
と
な
っ
て
い

る
。

東
海
エ
リ
ア
で
は
職
場
環
境
を
重
視
す

る
傾
向

　

直
近
の
日
銀
の
利
上
げ
に
よ
る
金
利
上
昇
も

企
業
の
資
金
調
達
コ
ス
ト
を
引
き
上
げ
る
中
、

高
い
賃
上
げ
に
よ
る
人
件
費
負
担
増
や
原
材
料

高
な
ど
も
企
業
の
コ
ス
ト
負
担
を
増
加
さ
せ
て

い
る
。
価
格
転
嫁
が
で
き
な
け
れ
ば
、
業
績
悪

化
へ
と
つ
な
が
っ
て
し
ま
う
。
企
業
に
と
っ
て

生
産
性
を
引
き
上
げ
る
た
め
に
は
、
デ
ジ
タ
ル

化
や
生
成
Ａ
Ｉ
の
活
用
に
よ
る
業
務
効
率
化
が

必
要
で
、
そ
の
た
め
に
は
若
手
社
員
の
活
用
は

不
可
欠
と
な
っ
て
い
る
。

　

企
業
研
修
支
援
の
オ
ー
ル
デ
ィ
フ
ァ
レ
ン
ト

社
の
新
入
社
員
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、
東
海
４
県

（
愛
知
、
岐
阜
、
三
重
、
静
岡
）
の
新
入
社
員

は
、
企
業
で
働
き
続
け
る
条
件
と
し
て
、
首
都

圏
な
ど
の
他
地
域
と
比
べ
て
、「
高
い
給
与
や

賞
与
」
の
回
答
率
が
低
く
、「
職
場
の
人
間
関

係
」
や
「
業
績
の
安
定
」
を
重
視
す
る
傾
向
が

浮
か
び
上
が
っ
て
い
る
。
ま
た
、
理
想
の
上
司

像
で
は
、「
責
任
や
自
由
を
持
た
せ
、
仕
事
を

任
せ
て
く
る
」
が
低
い
一
方
で
、「
具
体
的
に

手
順
を
細
か
く
教
え
て
く
れ
る
」
や
「
間
違
い

を
指
摘
し
て
正
し
て
く
れ
る
」
の
回
答
率
が
高

く
、
業
務
上
の
き
め
細
か
い
フ
ォ
ロ
ー
を
重
視

す
る
傾
向
が
強
い
。
若
手
社
員
に
長
く
勤
め
て

も
ら
う
た
め
に
は
、
賃
金
な
ど
の
待
遇
面
だ
け

で
な
く
、
職
場
の
人
間
関
係
や
業
績
の
安
定
性

を
重
視
す
る
こ
と
が
重
要
と
考
え
ら
れ
る
。

Profile
1968 年青森県生まれ。91 年一橋大学経済学部卒業。02 年名古屋大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。91 年野村證券入社。93 年東海総合研究所（現三菱UFJ リサーチ＆コンサルティン
グ（株））研究員。02年 4月 UFJ 総合研究所主任研究員。02年 4月名古屋大学経済学部附属国際経済動態研究センター客員研究員。06年１月三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）調査部シ
ニアエコノミスト。15年4月（株）十六総合研究所客員研究員（現任）。15年4月中京大学経済学部客員教授（現任）、19年4月学校法人梅村学園常任理事（現任）、21年5月（株）壱番屋（COCO壱番）
社外取締役（現任）。ニュース番組などのコメンテーターを務めるほか、国土交通省中部地方整備局、愛知県、名古屋市、名古屋港管理組合などの委員も務める。専門はマクロ経済、地域経済。

賃
上
げ
だ
け
で
な
く
職
場
環
境
を
重
視
へ

賃
上
げ
だ
け
で
な
く
職
場
環
境
を
重
視
へ

中
京
大
学

中
京
大
学  

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　
内
田
内
田  

俊
宏
俊
宏
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景況天気図

愛知県の景況の推移（前年同月比）

全国の景況の推移（前年同月比）

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

【製造業】
①紙・紙加工品（紙器・段ボール）：土産物に関しての景況感は
やや厳しい。特にインバウンド関連、猛暑での人流の低下によ
り在庫増が発生。一方、受注自体は安定しており、価格改定も
概ね認められている。ただし、値上げの進み方は遅いという状況。
②電気機器（電気機器）：受注には大きな変動はないが期間費用
（製造コスト増加）への不安要因が多く、先々の受注損益を重要
視しつつ、出荷在庫仕掛を抑制したり、素材調達量を一定量予
測確保するなど、慎重な見通しを行っている。
③輸送機器（輸送機器）：大きな変化はなく、前月同様、物価や
原材料の高騰や長引く中東情勢の不透明感による影響大。よっ
て原材料、仕入価格上昇、賃金の上昇等に関して価格転嫁が道
半ば。

【非製造業】
①卸売業（ギフト用品）：熊本地震や千葉豪雨の影響で、防災関
連の商品に少し目立った動きがあった反面、運送便の混乱や、
所在地が熊本のメーカーの一部商品などに供給不可などが発生
した。
②小売業（中古車）：小売はワンボックス、ＳＵＶの引き合いが
中心となっている。また、新車販売が低迷している分、高年式
車の販売が今月も好調となっている。
③建設業（管工事）：業務量、引き合い共に変わりなく推移して
いる。一方で、資機材価格の上昇が未だ続いており、経営状況
の悪化につながる懸念がある。

【製造業】
①紙・紙加工品（群馬県・紙製品）：夏季休暇等で取引先の営業
日数が少なかったものの、仕事の引き合いは多かった。諸物価
や物流費、原材料の高騰を受けて、価格転嫁を進めている。
②電気機材（京都府・電気機械器具）：定型業務の自動化及び効
率化の検討、既存人材の多能工化、業務プロセスの見直し等に
よる限られた人員体制での持続的な生産性向上に努めているが、
設備投資が必須の場合、原資の確保が大きな課題となる。
③輸送機器（三重県・輸送機器）：自動車部品受注は、昨年比堅
調であり、また、市場のニーズに応えられた新規受注対応部門
では増加。一般機械器具の受注は前年比減。最近、特に、消耗
品の値上がりによる収益への影響が増加。

【非製造業】
①卸売業（広島県・総合）：設備投資需要はそれなりにあるもの
の、資金調達面での金利コストが上昇していることから、今後
は投資と金利の両面での対応が急務となっている。
②小売業（富山県・食肉）：仕入価格の値上がりが続き、利益を
圧迫している。値上げをするが、うまくいかず。介護施設の人
手不足により材料の仕入れがレトルトに変わり売上が減少して
いる。
③建設業（東京都・管工事）：中東情勢の悪化を受けた材料供給
の偏りも正常化しつつあるようだ。接着剤も数量制限は継続し
ているが１缶単位であれば通常通り入手出来ている。

○●○● 業界レポート ●○●○

○●○● 業界レポート（全国） ●○●○

売 上 高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 操 業 度 雇用人員 景 況

製 造 業

非製造業

好　転
＋30≦DI

やや好転
＋10≦DI＜＋30

変わらず
−10＜DI＜＋10

やや悪化
−30＜DI≦−10

悪　化
DI≦−30

この情報は、中央会傘下の県下主要業界組合に配置した 112 名の情報連絡員から寄せられた各業界の景
況報告を集計したものです。情報連絡員は全国に約 3,000 名配置され、全国集計も行われています。

【2026年 8月分】
景況天気図（対前年同月比）

凡例
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特集　非上場株式の相続税評価方法の変更？～12月の税制改正大綱に注目～

　今年の８月、日本経済新聞の記事で非上場株式の相続税評価方法の変更に関する記事が掲載されました。こ

れは非上場株式の相続税評価を抜本的に変える内容で税務界隈に大きなインパクトを与えました。現時点で決

定事項ではなく、今年 12 月の税制改正大綱で結論が出ると思われますので、即座に対応が必要ではありませ

んが、どのような改正が検討されているかは知っておく必要があります。

〇どう変わるか？

　現状のルールでは、非上場株式の評価は原則的評価方式と配当還元方式に分かれます。更に、原則的評価方

式は純資産価額方式と類似業種比準価額方式と両者の併用方式に分かれ、会社規模や持分割合に応じてそれら

を選択することとなります。今回の改正の検討において、配当還元方式は還元率や下限値の改正が検討されて

います。一方、原則的評価方式は類似業種比準方式を廃止し、基本的には全ての会社において残余利益方式に

変更となります（特定の評価会社においては引き続き純資産額方式を適用）。これらの改正を 2028 年１月以

降の相続からの適用を目指しています。

〇残余利益方式とは？

　では、残余利益方式とはどのような評価方法なのでしょうか？具体的な評価方法は明らかにされていません

が、大まかなイメージは明かされており、以下の計算式に表されています。

評価額＝（簿価純資産±５年分の残余利益）×一定の係数

　ここでポイントとなるのは純資産額が簿価である点です。これにより、含み益がある資産がある会社は株価

が下がる一方、その逆の場合は株価が上がります。また、残余利益については超過収益力であったり、当期純

利益であったりはっきりとはしません。今回の改正が現実となれば、これまでの相続税対策は抜本的な見直し

を迫られることとなります。

〇改正は実現するか？

　今回の改正が検討されるきっかけとなったのは会計検査院の指摘です。現状のルールでは選択する評価方式

により株価が大きく変わることが公平性を欠いているとのことです。今回の改正案に対して、日本商工会議所

は税制改正に関する意見書において税負担増に繋がる改正であり、中小企業の事業承継への悪影響が出るとし

て反対を表明しています。経済産業省も慎重な姿勢を表明しており、最終的な結論がどこに落ち着くか不透明

な状況です。

Profile
1981 年安城市生まれ。大学卒業後、金融機関勤務を経て 2008 年公認会計士試験合格。大手監査法人にて主に大手自動車メーカー系の上場企業の
監査を担当した後、現事務所へ移籍。2013 年公認会計士・税理士登録。「会社とともに歩み、成長をサポートする」を理念に活動する。年に一度
の車でのジオパーク巡りをライフワークとする。
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おしらせ

 せともの祭が開催されました！
（瀬戸陶磁器卸商業協同組合）

　９月 12 日・13 日の２日間、「第 95 回せともの祭」が開催されました。
　全国最大規模の廉売市「せともの大廉売市」では、尾張瀬戸駅周辺を中心に多くの
せともの卸業者や窯元が出店。食器や置物などが割安で販売され、多くの来場者でに
ぎわいました。メインステージでは、和太鼓演奏やトークショー、せともの祭生中継
に加えて、夜には花火大会など多彩なイベントが催され、大盛況となりました。
　瀬戸陶磁器卸商業協同組合ではお買い物スタンプラリーを実施し、スタンプを集め
た来場者には「せともの祭りエコバッグ」がプレゼントされました。また、ミスト扇
風機付き休憩所の設置など、暑さ対策も万全に行われました。
　さらに、今年は瀬戸焼の魅力発信を目的に「瀬戸焼でいただきますフォトコンテスト」を実施しました。せともの
祭で購入した器を使った料理写真を募集し、当選者をタレントの瀬戸朝香氏のトークイベントへ招待するという初の
試みを通じて、せともの祭の来場・購入促進を図りました。

印章供養祭が開催されました！
（愛知県印章協同組合）

　９月 27 日「五台山尋盛寺」で「印章供養祭」が開催されました。
　明治６年 10 月１日、明治新政府が太政官布告によって 「署名と実印を押す制度」 を
定めたことに由来し、 10 月１日は「印章の日」とされています。
　不要となった実印や銀行印をそのまま捨てるのは気が引けるという声も多く、愛知
県では印章と縁の深い尋盛寺で毎年供養祭が行われています。
　当日は、持ち寄られた数多くの廃印に対し、これまで権利と財産を守り続けてくれ
たことへの深い感謝の念を込めて、念入りな廃印供養が執り行われました。
　また、廃印供養だけではなく、現在使用されている実印や銀行印などの繁栄祈禱も
あわせて実施され参加者にとって印章の重みと感謝を再確認する貴重な機会となりました。

初任者講習会を開催しました！

　９月 30 日、本会におきまして「組合事務初任者講習会」を開催いたしました。
　本講習会は、組合事務に着任して間もない方や、日々の事務手続き等に不安を抱え
ている組合事務担当者を対象に、実務に必要な基礎知識の定着を図ることを目的とし
て実施したものです。
　講習会では、本会担当者が講師を務め、組合運営の基本となる「組合の概要」をは
じめ、「組合員及び役員（理事・監事）について」、「総会、理事会及び決算関係書類
について」など実務に直結する項目について解説いたしました。
　多くの方にご参加いただき、参加者の皆様からは大変好評なお声を頂戴いたしまし
た。

私立学校合同説明会が開催されました！
（愛知県私塾協同組合）

　９月 29 日「ウインクあいち」にて「私立学校合同説明会」が開催されました。
　当日は愛知県内を中心とした私立学校 37 校が一堂に会し、学習塾の経営者や塾関
係者の方々に向けて、各校の教育方針、独自のカリキュラムや学校の特色、そして最
新の入試情報などについて詳細な説明が行われました。各学校の魅力を直接確認し、
変化する入試動向を正確に把握できる場となり、日頃の進路指導や保護者面談、生徒
一人ひとりに合わせた学校紹介において、非常に役立つ貴重な情報を得る機会となり
多くの来場者で賑わいました。
　なお、本合同説明会の開催にあたっては、本会の支援事業である「組合等課題対応
支援事業」が活用されています。本事業は、組合での研修会や展示会等にご利用いただける補助事業となっております。
ご興味のある方は、愛知県中央会までお問い合わせください。



※広告内容に関する責任は、広告主に帰属します。
※「中央会あいち」に掲載する広告を募集しています。
　お問合せ：情報調査部　TEL : 052－485－6811

〒450-0001 名古屋市中村区那古野一丁目47番1号
名古屋国際センタービル11階

TEL 052-583-8876   FAX 052-583-8886
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